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中国特許法改正について 

 

 今般、国家知識産権局のホームページに、第１１回全国人民代表大会の初審議による改正草案の

要点が掲載されました。その要点を下記の通り、ご案内申し上げます。 

 更なる情報並びに施行時期については、当局の公表を待って改めてお知らせ致します。 

 

記 

１． 特許法制定の目的に係る条文の文言の修正 

２． 絶対新規性の導入 

３． 主に標識効果を有する平面印刷物品に係る意匠の不登録規定の増設 

４． 国内で生まれた発明の第一次出願国を中国とする制限規定の削除 

５． 販売の申出（物品の広告、商店への陳列、販売会場への陳列など）に対する意匠権の拡大 

６． 権利侵害賠償額への権利維持コストの加算、並びに違法行為に対する罰金の引上げ 

７． 証拠保全規定の増設 

８． 共同名義特許権（実用新案権・意匠権）の単独許諾実施規定の増設 

９． 権利侵害訴訟における被告（侵害人）による実施技術が従来技術に該当する証明の提出を無効

審判請求の代わりとして認める規定の増設 

10．行政審査に必要な情報を提供することを目的とする、企業団体若しくは個人による特許薬品又は

特許医療機器の製造は侵害を構成しない規定の増設 

11．発展途上国及び特許薬品の製造能力が無い国又は地域における公共健康を目的とする強制実

施権の規定の増設 

12．特許権者による競争の排除・制限の行為が司法・行政手続にて確定したとき、請求により強制実

施権が認められる規定の増設 

13．不法入手及び違法利用の遺伝資源による発明の特許出願を不特許とする規定の増設 

 

従って、料金引上げが予定されている審査請求又は審判請求については、新料金の施行前にその

手続きを行う方が費用の面において有利であります。 

 

以上 
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